
22年国調
  人  口 17年国調 Ⅱ－３

増減 △1,004人 △1.4%
24.3.31 2.5% 2.6%
23.3.31 13.4% 16.4% Ⅰ－３
増減 △394人 △0.5% 81.2% 80.3%

決算額 構成比 増減率 経常一般財源等 構成比 新産 × 収

11,663,267 46.3 △ 1.2 10,390,649 74.0 工特 ×

173,953 0.7 △ 7.3 173,953 1.2 低開発 × 支

23,954 0.1 △ 18.2 23,954 0.2 産炭 ×

14,579 0.1 9.8 14,579 0.1 山振 × 状

4,161 0.0 △ 15.1 4,161 0.0 離島 ×

696,022 2.8 △ 1.2 696,022 5.0 過疎 × 況

71,776 0.3 △ 3.6 71,776 0.5 半島 ×

0 0.0 - 0 0.0 首都 ×

50,110 0.2 △ 20.8 50,110 0.4 近畿 ×

89,312 0.4 △ 16.8 89,312 0.6 中部 ○

2,750,507 10.9 8.6 2,386,647 17.0 市町村圏 ○ 一

2,386,647 9.5 10.1 2,386,647 17.0 特定農山村 × 般

363,860 1.4 △ 0.3 0 0.0 財政再建 × 職

15,537,641 61.7 0.1 13,901,163 99.0 指数表選定 ○ 員

13,551 0.1 0.1 13,551 0.1 財源超過 × 等

94,844 0.4 30.0 0 0.0

784,534 3.1 8.6 72,005 0.5 定

280,082 1.1 △ 5.2 0 0.0 数

3,519,459 14.0 2.2 - - 現年課税分 × × 1

1,936,341 7.7 16.7 - - 95.1% × × 2

62,707 0.2 △ 5.3 36,163 0.3 95.5% × ×

22,296 0.1 △ 64.1 - - 95.7% ○ × 1

2,729 0.0 △ 85.4 - - × × 1

588,903 2.3 4.8 - - × ○ 1

255,664 1.0 △ 28.3 20,527 0.1 × × 20

2,083,936 8.3 0.1 - -

25,182,687 100.0 1.2 14,043,409 100.0

経常収支

比　　　率

5,565,442 22.6 △ 0.9 5,238,651

3,654,146 14.9 △ 2.7 3,352,761

4,854,731 19.7 2.9 1,262,388

2,921,116 11.9 1.7 2,772,743

2,920,862 11.9 1.7 2,772,489

254 0.0 16.5 254

13,341,289 54.3 1.0 9,273,782

3,609,344 14.7 △ 0.3 2,492,795

293,152 1.2 △ 17.5 191,087

1,222,123 5.0 6.4 849,480

6,444 0.0 13.1 6,444

3,245,226 13.2 2.5 2,899,657

708,369 2.9 2.8 698,000

投資及び出資金・貸付金 165,619 0.7 △ 36.9 140,871

前年度繰上充用金 0 0.0 - -

2,000,642 8.1 8.1 696,853

138,121 0.6 1.4 128,900

1,914,957 7.8 4.2 626,927

642,372 2.6 92.4 20,103

1,202,364 4.9 △ 18.1 606,203

70,221 0.3 92.3 621

85,685 0.3 557.1 69,926

0 0.0 - -

24,585,764 100.0 1.2 17,242,525

22 208931,840人
平　成　２３　年　度

71,437人
産　業　構　造　・　就　業　人　口 人口集中地区人口

区分       ２２    年    国    調       １７   年    国    調 22年国調
72,441人 都道府県名 団体名 市町村類型

決 　  算  　状　  況
住民基本
台帳人口

73,237人 第１次       　810人       　891人 17年国調 33,141人 シズオカケン イトウシ

73,631人 第２次       4,312人       5,604人 面　　積 124.13㎢
静岡県 伊東市

地方交付税種地
第３次      26,207人      27,354人 人口密度(H22） 576人

　指定状況 歳入総額 25,182,687 24,884,702

　指定団体等の 　　　　区　　　　　　分 23年度（千円） 22年度（千円）

増減率 超過課税分

　　　　　　歳　入　の　状　況　　　　　　　　（単位：千円・％） 市　　税 　の　状　況　　　　　　（単位：千円・％）

区　　　　　　分 区　　　　分 徴収済額 構成比 歳出総額 24,585,764 24,295,799

地 方 税

市民税

個人均等割 123,916 1.1 △ 0.9 0 歳入歳出差引 596,923 588,903

地 方 譲 与 税 所得割 2,682,371 23.0 △ 5.3 0 減税補填債
発行額

翌年度に繰越すべき財源 71,547 145,244

利 子 割 交 付 金 法人均等割 302,811 2.6 △ 2.4 0 実質収支 525,376 443,659

配 当 割 交 付 金 法人税割 243,724 2.1 3.9 0 － 単年度収支 81,717 △ 46,677
株式等譲渡所得割交付

金
固定資産税 6,013,038 51.6 △ 0.6 0 積立金 498,598 440,175

地 方 消 費 税 交 付 金 うち純固定資産税 5,964,608 51.1 △ 0.6 0 臨時財政対策債
発行額

繰上償還金

0.7 0 積立金取崩し額 0ゴル フ場 利用税交付金 軽自動車税 125,799 1.1
実質単年度収支 580,315

0 0

職員数 給料月額　（百円）

0

特別地方消費税交付金 市たばこ税 582,705 5.0 13.0 0 1,384,636

 月額 （百円）

393,498

自 動 車 取 得 税 交 付 金 特別土地保有税 10 0.0 0.0 0
　　　 　区　　　分

- -

１人当たり平均給料

地 方 特 例 交 付 金 （法定普通税計） 10,074,374 86.4 △ 1.1 0 （人）

地 方 交 付 税 法定外普通税 - - 一般職員 497 1,588,255 3,196

3,440

　特　　別 目的税 1,588,893 13.6 △ 1.9

　普　　通 旧法による税 - - - 　 うち技能労務員 112 385,276

3,051

　（　一　般　財　源　計　）

内
訳

入湯税 316,275 2.7

内
訳

-

0 教育公務員 53 161,723

消防職員 105 328,548 3,129

△ 0.5 0

△ 7.3 0
交通安全対策特別交付

金
都市計画税 1,272,618 10.9

　

臨時職員 0 0 0

2,078,526 3,173

使 用 料 　

分 担 金 ・ 負 担 金

△ 1.2 0

　　　合　　　計 655

手 数 料 　  　合　　　　計 11,663,267 100.0
一部事務組合加入の状況 特別職等

給料（報酬）月額 １人当たり平均給料

適用開始年月日 （報酬）月額　（百円）

国 庫 支 出 金 適
用
税
率
の
状
況

市
民
税

個
人
分

均等割 3,000円 徴
収
率

区 分

平成18年10月1日 7,030

滞納繰越分 合 計 議員公務災害 し尿処理 市　 長 平成18年10月1日

13.7% 80.1%

8,070

県 支 出 金 市 民 税 12.0% 77.8% 退職手当 火葬場 副市長

寄 附 金 税 合 計 13.1% 80.4% 市税滞納整理

財 産 収 入

所得割
標準税率に
対する比率
1.0

純固定資産税 事務機共同 常備消防

6,460

繰 入 金 老人福祉 中学校 議会議長 平成18年10月1日 4,130

後期高齢者医療 議会副議長 平成18年10月1日

小学校 教育長 平成18年10月1日

3,800

諸 収 入 じんかい処理 その他 議会議員 平成18年10月1日 3,510

繰 越 金
      固定資産税　　　1.4/100

伝染病

　　　　　区　　　　　　　分 指数等（単位：千円）

　 　歳　　入　　合　　計 　 　区　　　　　　分 　　　　決算額　　Ａ 構成比 増減率 Ａのうち普通建設事業費

33.0 0

地 方 債 　　　　　　目　的　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　　　　（単位：千円・％）

　　　　　　性　質　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　（単位：千円・％）
 　議　　会　　費 257,430 1.0

Ａの充当一般財源等

23年度

基準財政収入額 8,753,710

257,430 基準財政需要額 11,120,769

 　総　　務　　費 2,987,730 12.2 2.5 18,329 2,728,776 標準税収入額 11,351,270

　　　区　　　　　　　分 決算額 構成比 増減率 充当一般財源等
経常経費充当  　民　　生　　費 9,256,970 37.7 4,748,433 標準財政規模 15,122,553

一般財源等  　衛　　生　　費 2,355,974 9.6 △ 1.2

502,359 2.0

0.8 29,818

190,264 1,912,987 財政力指数（Ｈ２１～Ｈ２３平均） 0.810

3.5%

うち職員給 - - 　 農林水産業費 273,033

人　　件　　費 5,110,273 33.1  　労　　働　　費 40.2 0 99,671 実質収支比率

173,264 117,036 経常一般財源等比率 92.9%

699,956 2.8

1.1 3.3

扶　　助　　費 1,221,292 7.9  　商　　工　　費

公　　債　　費 2,772,743 18.0  　土　　木　　費 1,395,728 公債費比率 12.8%

△ 9.9 150,134 560,048 公債費負担比率 15.5%

 　教　　育　　費

8.9 0.2 958,6862,195,203

11.6%内
訳

元利償還金 2,772,489 18.0  　消　　防　　費 1,239,076

一時借入金利子 254 0.0 1,607,514 実質公債費比率（Ｈ２１～Ｈ２３平均）

5.0 11.5 262,971 972,233 起債制限比率（Ｈ２１～Ｈ２３平均）

1,811,232 7.4 △ 11.1 131,491 9.7%

   （ 義 務 的 経 費 計 ） 9,104,308 59.0  　災害復旧費 85,685 0.3 557.1 - 69,926 実質赤字比率 -

物　　件　　費 1,533,749 9.9  　公　　債　　費 2,921,116 11.9 1.7 - -

維　持　補　修　費 139,786 0.9  　諸 支 出 金 0 0.0 -

0 0.0

2,772,743 連結実質赤字比率

- - 将来負担比率 39.8%

154.3%

うち一部事務組合負担金 0 0.0 　歳　　出　　合　　計 24,585,764

補　助　費　等 94,341 0.6  　前年度繰上充用金

財政調整基金

減債基金

- - - 地方債現在高比率

100.0 1.2 1,914,957 17,242,525

24,780 再差引収支

1,778,660

繰　　出　　金 2,493,045 16.2 事　業　名 繰　出　金 国
保
会
計
の
状
況

実質収支

積　　立　　金 - - 水道事業

加入世帯数 17,738世帯

109,764

380,512千円 特定目的基金 2,425,647

地　方　債　現　在　高 23,333,578

675,816千円
積立金
現在高

経常経費充当一般財源等計 下水道 818,936

病院事業 285,000

国民健康保険 720,000

153千円

15,237,228

保険税収入額（1世帯当たり） 154千円 債 務 負 担 行 為 額

被保険者数 30,825人 　 うち財政融資資金 ・旧郵政公社公社資金現在高

878,989

被保険者１人当たり保険給付費

うち人件費 経常収支比率　　　 86.6% 土地開発基金 13 調定額（被保険者1人当たり）

公
営
事
業
等
へ
の
繰
出
等

介護老人保健施設うち

　補　助 （減税補てん債及び臨時財政対策債を 介護保険

225千円 　保　　証

　単　独 　経常から除いた場合）  95.2% 21,850

　補　　償 その他 0

0 実質的なもの

災 害 復 旧 事 業 費 17,839,448千円 3,555,006

翌
年
度
以
降

支
出
予
定
額

物件等購入 2,726,250

その他 1,364,247

0

公社等 0

収 益 事 業 収 入 0

土 地 開 発 基 金 現 在 高 323,148失 業 対 策 事 業 費 ラスパイレス指数

内
訳

普 通 建 設 事 業 費 後期高齢者医療 805,438

合　　　　計

　県　営

　　 歳　　出　　合　　計 （23年4月1日現在100.6）  

0 0.0

投資的経費 13,365,229千円

歳入一般財源等 収入印紙等購入基金


